
 

修  理  単  価  調  査  表 
 
 調 達 要 求 番 号 契 約 番 号 納        期 件                       名 適 用 器 材 会     社     名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 
 

目 
 

 

部 品 番 号 
 

SER.№ 
 

直  接  材  料 加       工       費 直  接  経  費 
 

 

 

製造原
価 
 

 

 
 

裸 価 格 
 

ＧＣＩＰ 

 
 

販 売 
 

直接費 

 
 

梱 包 
 

輸送費 

 
 

消費税込 
 

価  格 

 
 
 

官給品費 

 

 
 
 

修理単価 
 

 

 
 
 

取得単価 
 

 

 
 

修復区分 
 

修復率 

 
 
 
 
 

副資材 
 

比率 

 
 

計 
 
 

部門名 部門名 
 

 

計 
 
 

設計費 
加 工 

 
外注費 

 

出張費 
 

 

 

計 
 

X年度    
加工費率 

X+1年度
  

加工費率 

X年度  
  

加工費率 

X+1年度
  

加工費率 

X年度   
 

加工費率 

X+1年度
  

加工費率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：工数 

下段：金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

                       

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

                        
 
  

                       

 
 

                       

  
合  計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

  
 
 

 

修  理  単  価  調  査  表(記入例) 

 

 調 達 要 求 番 号 契 約 番 号 納        期 件                       名 適 用 器 材 会     社     名 

 

DP235148230005外９件 

 

１４国2001 

 

令和１５年１２月２０日 

 

Ａ装置 ＸＸ／ＸＸＸ－１ 構成品修理 １０ＥＡ 

 

F-4EJ及びF-4EJ改 

 

Ａ㈱ 

  

項 
 

目 
 

 

部 品 番 号 
 

SER.№ 
 

直  接  材  料 加       工       費 直  接  経  費 
 

 

製造原価 
 

 

 

裸 価 格 
 

ＧＣＩＰ 

 

販 売 
 

直接費 

 

梱 包 
 

輸送費 

 

消費税込 
 

価  格 

 
 

官給品費 

 

 
 

修理単価 
 

 

 
 

取得単価 
 

 

 

修復区分 

修復率 

 
 
 
 

 

副資材 

比率 

 
 

計 
 
 

部門名 部門名 
 
 

計 
 
 

設計費Ｃ 
加 工 

 
外注費 

 

出張費 
 

 

計 
 

14年度  

10,000 

15年度
  

10,100 

14年度  

 10,000 

15年度  

10,100 

14年度  

6,000 

15年度  

6,500 

 
 
1 
 

XXXX(部品番号) 

XXXX(SER.№) 

 
 

23,456 

 
 

140 

 
 

23,596 

10.00H 
 

100,000 

15.00H 
 

151,500 

20.00H 
 

200,000 

25.00H 
 

252,500 

70.00H 
 

704,000 

5.00H 
 

30,000 

10.00H 
 

65,000 

 
 
 

 

 
 

35,345 

15.00H 
 

130,345 

 
 

857,941 

 
 

1,029,529 

 
 

6,177 

 
 

4,500 

 
 

1,092,216 

 
 

14,234 

 
 

1,106,450 

 
 

2,000,000 

B 
 

55.32% 
 

 
2 
 

XXXX(部品番号) 
 
XXXX(SER.№) 

 
 
 

34,252 

 
 
 

205 

 
 
 

34,457 

 
10.00H 

 

100,000 

 
15.00H 

 

151,500 

 
20.00H 

 

200,000 

 
25.00H 

 

252,500 

 
70.00H 

 

704,000 

 
5.00H 

 

30,000 

 
10.00H 

 

65,000 

 
 
 

100,000 

 
 
 

 

 
15.00H 

 

195,000 

 
 
 

933,457 

 
 
 

1,120,148 

 
 
 

6,720 

 
 
 

4,500 

 
 
 

1,187,936 

 
 
 

12,144 

 
 
 

1,200,080 

 
 
 

2,500,000 

 
B 
 

48.00% 
 

 
3 
 

XXXX(部品番号) 
 
XXXX(SER.№) 

 
 

32,564 

 
 

195 

 
 

32,759 

 
10.00H 

 

100,000 

 
15.00H 

 

151,500 

 
20.00H 

 

200,000 

 
25.00H 

 

252,500 

 
70.00H 

 

704,000 

 
5.00H 

 

30,000 

 
10.00H 

 

65,000 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
15.00H 

 

95,000 

 
 
 

831,759 

 
 
 

998,110 

 
 
 

5,988 

 
 
 

5,000 

 
 
 

1,659,552 

 
 
 

13,123 

 
 
 

1,072,675 

 
 
 

1,200,000 

 
C 
 

89.39% 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

                        

 
 
 
 
 

合     計 

 
 

 
 

90,272 
 

 
 

 

540 
 

 
 

 

90,812 
 

 

30.00H 

300,000 
 

45.00H 

454,500 

 

60.00H 

600,00
0 

 

 

75.00H 

757,500 
 

 

210.00H 

2,112,000 
 

 

15.00H 

90,000 
 

 

30.00H 

195,000 
 

 
 
 
 

100,000 
 

 
 
 
 

35,345 
 

 

45.00H 
 

420,345 
 

 
 
 
 

2,623,157 
 

 
 
 
 

3,147,787 
 

 
 
 
 

18,855 
 

 
 
 
 

14,000 
 

 
 
 
 

3,339,704 
 

 
 
 
 

39,501 
 

 
 
 
 

3,379,205 
 

 
 
 
 

5,700,000 
 

 
 
 
 

 
 

（記入要領） 

１ Ｐ／Ｎ又ＳＥＲ．№： 

２ 直   材   費：  契約品目表の品目シリアル単位を原則。 

３ 加   工   費： 

４ 直   経   費：契約条件及び必要に応じて区分記載する。 

５ 官 給 部 品 費：単価は、Ｄ／Ｍ記載のものを使用する（最新版：日付記載）。 

６ 修 理 限 度 額：取得単価は、第３補給処公示第５号（１３．４．１２）による。 

７ 工数について、サブオーダー管理を行うことが困難で且つ適切な工数配分が行う基準のある場合は、これによることができる。 

８ 中途確定を行う場合は、実施分の実績平均値又見積値等により算定するものとする。 
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